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４ 中越構想区域 

 

 長岡市、柏崎市、小千谷市、見附市、出雲崎町、 

 刈羽村（４市１町１村） 

 

 

１ 地域特性  

(1)  地勢・面積 

     ○ 中越構想区域は、県の中央よりやや南東部に位置し、東部は山間地で県内有

数の豪雪地です。主に長岡地域（長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町）と柏

崎地域（柏崎市、刈羽村）の２つの地域で設定されています。面積は 1,637 ㎞²

で、７構想区域中５番目の面積となっています。 

 

 (2)  交通事情 

 ○ 中越構想区域は、上越新幹線が長岡市を縦断するほか、見附市と長岡市、柏

崎市が信越本線で結ばれています。長岡市と小千谷市が上越線、柏崎市と刈羽

村、出雲崎町、長岡市が越後線で結ばれています。また、長岡市を基点に、関

越自動車道や北陸自動車道で小千谷市、見附市、柏崎市と、国道８号や 291 号、

352 号など、様々な道路で各市町村が結ばれています。 

 

(3) 特徴 

 ○ 救命救急センターを併設した、基幹的病院や公的病院が複数あり、高度・専

門的医療の中心を担い、比較的役割分担が整備されています。 

 ○ 新潟構想区域や上越構想区域と同じく、入院医療の完結率が高くなっていま

す。 

 ○ 県央構想区域や魚沼構想区域からの流入が多い状況です。 

     ○ 医師数は、長岡市では県平均より高くなっていますが、他の市町村では低い

など、地域偏在があります。 

 

２ 人口動態 

(1)  人口   

 ○ 中越構想区域の人口を見ると、平成 22（2010）年には約 46 万３千人でした

が、平成 37（2025）年には約 41 万３千人に、平成 52（2040）年には約 35 万人

まで減少する見込みです。 

 ○ また、年齢３区分別に見ると、平成 22（2010）年から平成 37（2025）年にか

けて、65 歳以上の高齢者人口が約１万９千人増加する一方で、15 歳から 64 歳

までの生産年齢人口は約５万４千人減少すると見込まれています。 
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中越構想区域における年齢３区分別人口及び高齢者（65・75 歳以上）人口割合の推移 

 

資料：Ｈ2 年～Ｈ27 年 国勢調査（総務省） 

  ：Ｈ32 年～Ｈ52 年「日本の地域別将来推計人口(Ｈ25.３月推計)」（国立社会保障・人口問

題研究所） 

 

(2) 世帯数   

 ○ 中越構想区域の高齢者世帯の推移を見ると、近年は増加が続いており、高齢

者単独世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にかけて 10,849 世帯

増加し、3.7 倍の増加となっています。 

 〇 また、高齢者のみ夫婦世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にか

けて 11,417 世帯増加し、3.6 倍の増加となっています。 

 

中越構想区域における高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 

65 歳以上人口割合 

75 歳以上人口割合 
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３ 現状の医療・介護の連携体制と受療動向 

 (1)  病院の立地状況図   
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見附市 
長岡市 

出雲崎町 

刈羽村 

柏崎市 
小千谷市 長岡市 

 

① 厚生連長岡中央綜合病院 ●■ ⑫ 厚生連柏崎総合医療センター ●▲

② 吉田病院 ⑬ 関病院

③ 三島病院 ⑭ 国立病院機構 新潟病院 ●

④ 新潟県立精神医療センター ⑮ 柏崎中央病院 ●

⑤ 長岡西病院 ● ⑯ 立川ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ柏崎厚生病院

⑥ 長岡赤十字病院 ○●□■▲ ⑰ 厚生連魚沼病院 ●

⑦ 長岡保養園 ⑱ 小千谷さくら病院

⑧ 長岡療育園 ⑲ 小千谷総合病院 ●

⑨ 田宮病院

⑩ 立川ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ悠遊健康村病院

⑪ 立川綜合病院 ●
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○　救命救急センター ●　救急告示病院 □　地域医療支援病院

■　がん診療連携拠点病院 △　へき地医療拠点病院 ▲　災害拠点病院
 

 



第６章 区域別構想（中越構想区域） 

 

73 

 

(2)  医療資源の現状   

【現状認識】 

     ○ 中越構想区域は、長岡地域（長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町）と柏崎

地域（柏崎市、刈羽村）の２つの地域から構成されています。 

     ○ 長岡地域では、長岡赤十字病院、長岡中央綜合病院及び立川綜合病院の３病

院（以下「長岡急性期３病院」という｡)が、これまで連携、分担、切磋琢磨を

重ねた結果、充実した二次救急輪番体制※及び高度急性期・急性期医療体制が

整備されました。 

 ○ 柏崎地域では、柏崎総合医療センターが主に救急患者の受け入れ、高度急性

期・急性期医療を担っています。また、二次救急輪番体制の下で国立病院機構

新潟病院が 9.6％、柏崎中央病院が 9.1％、合計 18.7％の救急搬送患者を受け

入れており、柏崎総合医療センターの機能を補完しています。 

     ○ これにより、中越構想区域の救急搬送時間（通報があってから医療機関収容

までに要した平均所要時間）は 36.6 分（平成 24 年度消防庁･救急搬送人員デー

タ）で、構想区域内に山間部が多いにもかかわらず、県内の構想区域の中で最

短で救急患者が収容されています。 

     ○ 中越構想区域では、主に高度急性期・急性期医療を担う長岡急性期３病院、

柏崎総合医療センターと、主に回復期・慢性期医療を担う病院、介護保険施設

等との間で、現時点で高度急性期・急性期から包括ケアまでの連携体制が既に

構築されていると言えます。  

     ○ 以上のとおり、中越構想区域の医療体制は成熟し、連携体制が整っているこ

とから、この体制を今後も維持すること、より強化することが重要です。 

 ○ 機能分化に関する方針・具体策の策定は、構想区域内外の情勢等を勘案の上、

経時的に協議していくことが重要となります。 

 

【救急医療体制】 

○ 救急搬送による入院患者を見ると、平成 25 年新潟県保健医療需要調査では中

越構想区域全体の完結率が、出雲崎町、刈羽村では 100％、柏崎市は 98.7％、

見附市は 97.9％、長岡市は 97.1％、小千谷市は 96.1％で、いずれの市町村で

も高くなっています。 

 ○ 平成 24 年度の消防庁･救急搬送人員データでは、通報があってから救急隊が

現場到着までに要した県全体の平均所要時間が 7.7 分、現場到着から医療機関

収容までに要した県全体の平均所要時間が 32.5 分、合計で 40.2 分となってい

ます。 

○ また、中越構想区域では、現場到着まで 7.6 分、医療機関収容まで 29.0 分、

合計 36.6 分で、構想区域の中で最も短時間で収容されています。 

 ○ これは、救急搬送･受入体制が良好に機能している成果であり、特に長岡市

内では救急搬送先にかかる病院への問合せは２回以内（ほとんど１回）で 99.0

％（平成 27（2015）年長岡市消防本部データ）が決定され、収容されています。

なお、山間部が多く、豪雪地域であることを踏まえ、引き続き迅速な救急搬送

体制を維持することが求められます。 
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     ○ 長岡市の栃尾地域、小国地域など、病院･有床診療所のない地域における施設

入所者、在宅患者の急変時の救急搬送についても、長岡急性期３病院が主な受

入れ先となっています。 

 ○ 病床機能の転換に際して、良好な救急受入れ体制に支障を来すことのないよ

う十分配慮する必要があります。 

     ○ 長岡急性期３病院は、その他の病院間での連携において、患者を「即在宅復

帰が可能な患者」、「リハビリ転院後に在宅復帰可能な患者」、「在宅復帰が

困難な患者」に振り分ける機能も行っています。この機能は長岡急性期３病院

が一定の病床数を確保していることによるものです。 

     ○ 長岡地域では、長岡急性期３病院以外でも一般病床（急性期病床）を有する

病院があり、入院加療を要する軽症な患者、各病院の療養型に入院している患

者の急性憎悪時の対応や介護保険施設等からの治療依頼などの際に一般病床

（急性期病床）が活用されています。したがって、一般病床（急性期病床）の

機能転換の際には、こうした現状についても考慮する必要があります。 

 

(3)  構想区域内の受療動向 

○ 中越構想区域を住所地とする入院患者総数 3,156 人のうち、2,930 人が中越

構想区域の医療機関に入院しており、226 人（7.2％）が他区域に流出していま

す。 

 ○ 中越構想区域の医療機関に入院した患者総数 3,572 人のうち、2,930 人が中

越構想区域を住所地とする入院患者であり、残りの 642 人（18.0％）が他構想

区域から流入しています。 

○ 中越構想区域では、他構想区域から流入している入院患者 642 人から他構想

区域へ流出している入院患者 226 人を差し引いた 416 人が流入超過となってい

ます。 

○ 構想区域の住民がその構想区域内の医療機関に入院している割合（完結率）

は、中越構想区域全体で見ると 92.8％で、新潟構想区域の 95.4％、上越構想区

域の 94.8％に次いで高くなっています。 

○ また、中越構想区域の医療機関に入院している患者の 18.0％が他構想区域を

住所地とする入院患者で、構想区域の中で最も流入率が高く、次いで新潟構想

区域の 15.1％、下越構想区域の 13.8％となっています。 

○ 中でも県央構想区域、魚沼構想区域からの患者流入が多くなっています。し

たがって、機能分化を協議する際は、県央構想区域及び魚沼構想区域の医療情

勢（県央基幹病院の開設状況や魚沼基幹病院の整備状況など）も考慮する必要

があります。 

     ○ 中越構想区域内についても平成 28（2016）年 11 月に立川綜合病院が移転開

設し、平成 29（2017）年 4 月には魚沼病院と小千谷総合病院の統合による厚生

連小千谷総合病院の新規開設が予定されていることから、患者動向を注視する

必要があります。 

○ 市町村別に受療動向を見ると、長岡市は市内の完結率が 84.2％、柏崎市は市

内の完結率が 80.3％でともに高く、中越構想区域全体では完結率がそれぞれ

93.4％と 95.6％となっています。 
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○ 小千谷市は、市内の完結率が 61.6％で、29.9％が長岡市内の医療機関に入院

しており、中越構想区域全体では 94.4％となっています。見附市は、市内の完

結率が 23.1％で 55.0％が長岡市内の医療機関に入院しているほか、県央構想区

域に 12.7％、新潟構想区域に 5.6％が流出しています。 

○ 入院可能な医療機関がない出雲崎町は、長岡市内に 71.1％、柏崎市内に 15.6

％が入院しており、中越構想区域全体では 88.9％が完結しています。同様に刈

羽村は、柏崎市内に 67.7％、長岡市に 19.4％が入院しており、中越構想区域全

体では 90.3％が完結しています。 

 

４ 入院医療及び居宅等における医療 

(1)  入院医療 

○ 平成 37（2025）年の入院患者の推計結果から算出した病床数の推計値は、高

度急性期が 359 床、急性期が 1,127 床、回復期が 974 床、慢性期が 1,167 床で、

中越構想区域全体で 3,627 床となっています。これを、病床機能報告の数値

4,507 床と比較すると、その差が 880 床となっています。 

○ ただし、国の推計方法では、療養病床の入院患者のうち医療区分１の 70％相

当の方が、在宅医療等へ移行すると仮定して算出していることから、受け皿と

なる介護保険施設等の整備状況や各市町村の介護保険事業計画を考慮の上、在

宅医療等の体制整備を進める必要があります。 

○ ＤＰＣ導入の影響評価に関する調査の参加施設の診療実績データを基に、疾

病ごとに対応している病院までの移動時間を見ると、脳梗塞、肺炎、急性気管

支炎などは、中越構想区域のどこからでも対応病院まで 60 分以内に到着できる

と想定されます。 

○ 一方、くも膜下出血、急性心筋梗塞、狭心症などは、一部地域では 60 分を超

えると想定されます。 

○ 地域医療構想に定める平成 37（2025）年における医療提供体制は、急性期か

ら、回復期、慢性期、在宅医療･介護に至るまで切れ目なく、提供される体制の

確保であり、病床を強制的に削減することが地域医療構想の目的ではありませ

ん。この地域医療構想の趣旨などを、医療･介護関係者をはじめ、地域住民に対

して、正しく説明していくことが求められます。 

○ 慢性期入院患者のうち医療区分１の患者の 70％を将来的には在宅医療等で

対応する考えについて、医療区分１の高齢者は医療区分２・３に急変すること、

介護保険施設等では対応が不可能な医療行為を要する場合もあることなどか

ら、医療区分１の患者を簡単には在宅医療等に移行できません。 

○ 今後、高齢者割合が増加する一方で介護従事者の確保は困難になると懸念さ

れており、療養病床の役割を踏まえて、地域の実情にあった病床の転換が望ま

れます。 

 

(2)  居宅等における医療 

○ 高齢者のみの世帯や高齢者の単身世帯が増加する中で、無理に在宅での看取

りを推進するのではなく、地域で要介護者とその家族の希望をかなえながら平

穏な療養生活を送られるよう連携・支援体制を構築することが重要です。 
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５ 将来の医療提供体制を実現するための施策の検討  

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

【現状と課題】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

     ○ 長岡地域の充実した二次救急輪番制を維持するために、長岡急性期３病院体

制を維持しなければなりません。 

○ その上で、将来にわたって地域全体の医療が円滑に遂行されるよう各病院間

の緊密な連携（とりわけ長岡急性期３病院との連携）の維持・強化を図りなが

ら、人口動態推計を基にした病床の機能分化を行うことが重要です。 

○ また、地域連携パスを活用して、急性期病院から回復期病院への転院を推し

進めていくことも重要です。 

○ 高度急性期の病床数の推計値は中越区域で 359 床とされていますが、これを

達成するためには、ハイケアユニット※への移行・整備、看護職員の増員等が

必要と考えられます。 

○ 患者の高齢化に伴い、立川綜合病院では腎臓病、脳血管障害を含む循環器疾

患などの併存症を有する患者の需要が増加しています。専門領域と同時に他領

域の高度な医療も提供できる医療機関が求められてくると思われます。 

 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域 ＞ 

     ○ 中越構想区域は、医療機関の努力と、以前から構築されてきた連携が機能し

ていることにより、ほぼ地域完結型の医療が提供されています。 

○ 柏崎地域を見ても、完結率が高く、比較的独立した形での地域完結型医療を

提供しています。 

○ そのため、病床の機能分化及び連携について柏崎地域の中で検討することは

重要なことであり、柏崎地域の医療提供機能が維持されることが望まれます。 

○ このことを考慮せずに病院単位での役割分担・機能分化を進めることによっ

て地域の医療提供機能が崩壊してしまうことがあってはなりません。柏崎地域

内における必要な病床数が十分に確保されることが望まれます。 

○ 柏崎地域の救急医療については、主に柏崎総合医療センターが担っている状

況にありますが、小児救急医療については国立病院機構新潟病院も大きな役割

を担っており、今後もその体制及び機能が維持されることが重要です。 

○ 柏崎地域は、回復期・慢性期の患者を受け入れる医療機関や在宅医療等を支

える体制が十分とは言えない状況にあります。また、柏崎総合医療センターの

入院患者を医療資源投入量に基づき算出した区分で見ると、高度急性期から慢

性期までの患者が入院しているという状況にあります。これらを考慮すると、

現状では、柏崎総合医療センターが急性期医療のみに機能を特化していくこと

は難しい状況です。 

 

＜ 共通 ＞ 

○ 病院の機能分化を進めるうえで、大都市圏と、本県のように人口密度が低く、

交通機関の整備が不十分、病院の数も少ない、冬には雪が降るといった地域の

状況の違いに十分配慮しなければなりません。機能分化を進めた結果、降雪等
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で道路が不通になるといった事情により受診時の困難さが増してしまうといっ

たことも懸念されます。 

○ また、急性期医療と救急医療が一致していないことにも留意が必要です。地

域医療構想における高度急性期医療、急性期医療はあくまでも医療資源投入量

が多い病気を扱うということであり、必ずしも救急搬送された患者全てがそれ

に該当するわけではありません。 

○ 地元の病院における救急対応については、回復期医療・慢性期医療を担う病

院では医療従事者の不足により、難しくなるものと考えられます。平成 26

（2014）年の救急搬送結果では、現在概ね 60 分以内（長岡市消防本部管内平均

35.6 分、柏崎市消防本部管内平均 41.4 分）に搬送されている救急患者をより

遠方の急性期病院に搬送せざるを得なくなるという事態も想定されます。 

○ 平成 37（2025）年以降、65 歳以上の人口は少しずつ減少しますが、高齢化は

更に進行します。  

○ 入院患者の平均年齢が高いことを考慮すると、更に入院需要は増加すると推

測されます。 

○ 老老介護の増加も予想され、介護保険施設等の需要も多くなると考えられま

す。 

○ また、重症心身障害児(者)医療を担う長岡療育園、難病医療を担う小千谷さ

くら病院、筋ジストロフィー医療、重症心身障害児(者)医療及び難病医療を担

う国立病院機構新潟病院への需要も増加するものと考えられます。 

○ 病床区分上、慢性期とされる病床の中に、筋ジストロフィー医療、重症心身

障害児（者）医療、難病医療等の極めて専門性が高い医療を行う病床が含まれ

ていますが、これらの分野では専門の医師の存在が必須であることはもちろん、

看護職員をはじめ多職種のコメディカル※が長年蓄積してきた経験とスキルが

極めて重要です。地域医療構想を考える上では、この点も十分に考慮されるべ

きです。 

○ また、地域医療構想では、災害や感染症の発生に伴う一時的な患者動向は加

味されていません。地域のセーフティネットとしての病院機能を担保するため、

これらの点も考慮すべきです。 

○ 更に、周産期医療、小児医療の集約化を図る必要性についての検討、結核患

者の激減など疾病構造の変化に伴う病床の需要の変化に対しての迅速な対応が

県の役割として必要です。 

○ 構想区域全体として、回復期・慢性期病院、介護保険施設等、在宅医療の機

能を向上させ、退院支援の受け皿を充実させていくことが重要です。 

○ なお、介護保険施設等にとって、医療依存度の高い患者の受入れには課題が

多いと考えられます。医療依存度の高い患者の受入れ先として、医療療養病床

はこれからも必要となると考えられます。 

○ また、病床の機能転換の進捗は、各機能の定義や施設基準、診療報酬の改定

などによって変動することから、情勢を捉えながら今後も協議する必要があり

ます。 

○ 透析患者をはじめ高齢化で要介護状態となり、タクシーでも通院できない患

者が増加傾向にあるなど、通院困難事例の増加が課題となっています。 
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【施策の方向性】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

○ 長岡地域においては、これまでどおり長岡急性期３病院が救急医療体制や高

度急性期医療を担い、その他の病院は長岡急性期３病院と互いに連携すること

により、急･慢性期から回復期、そして在宅（施設を含む｡）に至るまで切れ目

なく診療可能な体制を構築することが必要と考えられます。 

 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域 ＞ 

○ 柏崎地域での地域完結型医療を維持するために、現行の二次救急輪番体制を

維持する取組を進めるとともに、強化することを検討します。 

○ 地域医療構想の策定を契機に、今後の柏崎地域の医療の将来について市民を

交えて考える機会の確保を検討します。 

 

＜ 共通 ＞ 

 ○ 回復期を担う病院に地域包括ケア病棟の整備の検討を進めます。 

  ○ ハイケアユニットを整備するための人的、財政的支援を検討します。 

 

(2) 居宅等における医療の充実 

【現状と課題】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

○ 長岡市においては、地域包括ケアシステムの構築に関して先進的な取組が見

られます。 

○ 平成 26（2014）年の人口動態統計によると、長岡市における死亡場所別割合

は、病院死 74.5％（新潟県 76.5％）、介護老人保健施設及び老人ホーム等が

10.3％（新潟県 10.5％）、自宅 12.7％（新潟県 10.9％）、その他 1.8％（新潟

県 1.7％）となっており、自宅での死亡割合は県平均よりも高くなっています。 

 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域 ＞ 

○ 見附市立病院では、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリなど在宅医療への支

援体制を整備するとともに、自治体病院として、行政と連携した予防医療体制

の整備を検討しています。併せて、地域包括ケア病棟の整備についても検討し

ています。 

○ 平成 29（2017）年 4 月に開設を予定する厚生連小千谷総合病院では、地域包

括ケア病床を、これまでの魚沼病院の 50 床から倍増して、100 床程度確保する

予定です。 

 

＜ 共通 ＞ 

○ 地域医療構想は、地域包括ケアシステムの構築と関連しており、地域の在宅

医療等の実態と受け皿となる介護保険施設等の整備状況を踏まえて進捗を管理

する必要があります。 
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○ 在宅での看取り、療養を推進するには、医師、看護職員、家族の受入体制を

整備する必要があります。要介護者とその家族の希望を踏まえた医療・看護体

制を検討する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 在宅医療推進センター整備についての財源確保を目指します。 

○ ＩＣＴを活用した情報共有システムの運営による在宅医療･介護連携を推進

します。 

○ 地域の実態を把握するための情報が十分ではない状況であるので、必要な情

報収集に継続して努めるとともに、地域の将来推計（看取りの状況に関する数

値等）の算出についても検討します。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

○ 在宅医療を支える医師、看護師の充足状況を、人口 10 万対の従事者数で比較

すると、医師は中越構想区域全体としては、新潟県平均よりも少ないものの、

長岡市は新潟県平均よりも多くなっています。看護師は新潟県平均よりも多く

なっているものの、見附市、出雲崎町、刈羽村では、新潟県平均よりもかなり

少なく、従事者の偏在が見られます。 

○ 平成 37（2025）年における病床数の推計値は、医療区分１の患者の 70％を在

宅医療等で対応するという計算がされていますが、在宅医療等に従事する医師、

看護職員、介護職員等は不足しており、人材の確保、資質向上を図る必要があ

ります。 

○ 在宅医療等を支える医師、訪問看護ステーションに従事する看護職員、訪問

薬剤管理指導を行う薬剤師、介護保険施設等の介護職員等の確保対策が課題で

す。また、現に在宅医療等に従事する医師等への支援策についても検討する必

要があると考えられます。 

○ 医師、看護職員、薬剤師、介護職員その他在宅医療、介護保険施設等を支え

るマンパワーの育成、確保に向けて、短期的、中長期的に各種施策を展開する

必要があると考えられます。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

     ○ 地域医療を安定的かつ継続的に維持するための医師確保対策の充実を目指し

ます。 

○ 医療・介護従事者の確保や不足する医療に関する継続的な支援を検討します。

また、医療・介護従事者の養成、就労環境改善に向けた支援を検討します。 

○ 県外医師誘致強化促進事業や看護職員養成推進事業等の活用を目指します。 

○ 認定･専門看護師の育成を図ることを目指します。 

○ 将来の担い手に対して、医療・介護職のポジティブ情報の発信を検討します。 
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６ 施策の検討に当たって議論された内容 

（今後の施策展開の視点として提出された意見等） 

 (1)  病床の機能分化及び連携の推進 

＜ 共通 ＞ 

○ 医療機関は、高度急性期、急性期医療、回復期といった区分を患者に当ては

めて診療を行っているわけではなく、実際の患者は、区分ごとに一線を引くこ

とが難しく、また疾患によっても状況はかなり異なっています。 

○ 中越構想区域の病院の立地状況等を考慮すると、病院の機能分化による厳密

な分業化を進めれば、医師のマンパワーの分散につながり、医師の大幅な増員

がなければ、医療の質の低下、医師の過重労働やモチベーションの低下にもつ

ながりかねないと懸念されます。 

○ 患者が「病期」により病棟間・病院間を極めて速やかに移動して医療が提供

されることは、中越構想区域の状況を踏まえると大変困難ではないかと考えま

す。ＩＣＵ、救急病棟以外の診療科別で構成される既存の病棟を、重症度別に

再構成することについても同様です。 

○ 更に、実際の現場では病棟や病院単位で種々の病棟管理料が設定されていま

すが、それぞれの病棟管理料が、地域医療構想の医療機能区分のどこに位置す

るのかが明確でないので、整理が必要です。 

○ なお、地域医療構想における回復期は医療資源投入量から見たものですが、

現行の回復期リハビリテーション病棟の入院要件では、患者の受け入れ要件の

制限があります。この回復期の定義について整合性を図るとともに、受け入れ

制限なく多くの疾病の患者を受け入れることが可能な回復期病棟を整備するこ

とが必要と考えられます。 

○ 病院等の新規開設や大規模な増床又は病床機能の転換の際には、医師、看護

職員、介護職員等の医療･介護従事者の転職等により地域医療連携に支障を来さ

ないよう、配慮しなければなりません。 

○ 医療インフラが少ない地域では医療提供体制は絶妙なバランスによって保た

れており、一つの医療機関の経営破綻が地域全体の医療崩壊につながりかねま

せん。 

○ 病床の削減や機能転換により医療機関の経営に支障が生じないよう、転換時

のみならず、病床削減や機能転換以降においても、様々な支援を検討すること

も望まれます。 

○ 今後の現役世代構成や現役世代人口を踏まえた地域医療構想の中で医療保険

制度が維持できるよう理解と配慮をすることも求められます。 

 

(2)  居宅等における医療の充実 

＜ 共通 ＞ 

○ 特別養護老人ホームなどの介護保険施設等を在宅医療等に位置づけています

が、介護保険施設等は介護保険で運用されているために提供できる医療行為が

限られます。医療保険と介護保険の整合性をとる必要があります。 

○ 情報共有システムの安定的･継続的な運営に向けたランニングコストの助成

を検討します。 


